
地方自治法第 233 条第 6 項の規定に基づき、議会の認定に付する決算の要領を公表します。 

令和元年度決算状況 

令和元年度の決算は、一般会計において歳入222億4,686万円、歳出212億4,027万円で、

歳入歳出の差引額は10億659万円となりました。このうち、翌年度に繰り越した事業に必

要な一般財源2億1,986万円を差し引いた実質収支は7億8,673万円の黒字となりました。 

また、特別会計（4会計）では、合計で歳入132億9,661万円、歳出129億7,510万円で、歳

入歳出の差引額は3億2,151万円の黒字となりました。 

このほか、市債の残高は、一般会計及び特別会計を合わせると､前年度に比べて5億5,32

1万円減少しました。基金の残高は、前年度に比べて4億3,257万円増加しました。 

○会計別決算の状況 

令和元年度会計別決算額 

（単位：円） 

一　般　会　計 22,246,858,489 21,240,266,829 1,006,591,660  翌年度へ繰越

会　計　別 歳　　入 歳　　出 差　　引 付　　記

5,792,697,367 5,608,263,485 184,433,882  翌年度へ繰越国 民 健 康 保 険

特　別　会　計 13,296,607,963 12,975,098,133 321,509,830

下 水 道 事 業

介 護 保 険

1,463,499,857 1,453,454,336 10,045,521
 下水道事業会計へ
 引継

5,036,679,831 4,910,391,990 126,287,841  翌年度へ繰越

後期高 齢者 医療 1,003,730,908 1,002,988,322 742,586  翌年度へ繰越

合　　　計 35,543,466,452 34,215,364,962 1,328,101,490



○ 決算規模

 １ 年次別決算規模 

（単位：千円） 

歳　　　入 21,986,864 21,886,177 23,457,880 22,246,858 

　　　　　年度
　区分

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

(△0.5％) (7.2％) (△5.2％) 

歳　　　出 21,280,286 21,252,160 22,418,708 21,240,267 

差　　　引 706,578 634,017 1,039,172 1,006,591 

△1,178,441 

(△0.1％) (5.5％) (△5.3％) 

対前年度増
減額及び率

歳入
△203,514 △100,687 1,571,703 

歳出
△112,056 △28,126 1,166,548 

(△0.5％) 

(△0.9％) 

△1,211,022 

 ２ 歳入決算額構成比較表 

（単位：千円、％） 

構成比 決 算 額 Ｂ 構成比 Ｂ － Ａ 増 減 率

0.1 15,483 0.1 △8,170 △34.5

3.8 846,594 3.8

41,885 0.5

△48,413 △5.4

4,233 16.3

平 成 30 年 度 令 和 元 年 度 対　前　年　度

利 子 割 交 付 金 18,230 0.1 10,434 0.0 △7,796 △42.8

地 方 譲 与 税 152,377 0.6 155,411 0.7 3,034 2.0

市 税 8,019,220 34.2 8,061,105 36.2

　　　　　　　　区分
　款別 決 算 額 Ａ

株式等譲渡所得割交付金 23,653 

地 方 消 費 税 交 付 金 895,007 

△23,973 △47.3自動車取得税交付金 50,656 0.2 26,683 0.1

△5.6

分 担 金 及 び 負 担 金 213,220 0.9 177,854 0.8 △35,366 △16.6

107,152 

5.5 1,644,270 

配 当 割 交 付 金 25,970 0.1 30,203 0.1

△505 △9.0

地 方 交 付 税 3,965,752 16.9 3,877,050 17.4

0.5 68,091 174.3地 方 特 例 交 付 金 39,061 0.2

5,080 0.0

△88,702 △2.2

交通安全対策特別交付金 5,585 

306,386 1.3 289,133 1.3 △17,253 

661,568 25.4

県 支 出 金 1,284,539 

0.0

△33,579 △34.7

寄 附 金 29,607 0.1 26,203 0.1 △3,404 △11.5

財 産 収 入 96,641 0.4 63,062 0.3

7.4 359,731 28.0

国 庫 支 出 金 2,606,854 11.1 3,268,422 14.7

使 用 料 及 び 手 数 料

426,686 1.8 474,415 2.1

△1,234,472 △87.7

繰 越 金 634,017 2.7 1,039,173 4.7 405,156 63.9

繰 入 金 1,406,818 6.0 172,346 0.8

環 境 性 能 割 交 付 金 - - 7,886 0.0 7,886 皆増

△1,211,022 △5.2合 計 23,457,880 100.0 22,246,858 100.0

47,729 11.2

市 債 3,257,600 13.9 1,948,900 8.8 △1,308,700 △40.2

諸 収 入

（注）合計及び構成比は、四捨五入の関係で内訳と合計が一致しないことがあります。 



 ３ 歳出決算額構成比較表

 （１） 目的別                              （単位：千円、％） 

決 算 額 Ｂ 構成比 Ｂ － Ａ 増 減 率
　　　　　　　　区分
　款別

34.7

0.1 17,008 0.1 240 

商 工 費 351,477 1.6 473,600 2.2 122,123 

1.4

農 林 水 産 業 費 568,378 2.5 505,524 2.4

平 成 30 年 度 令 和 元 年 度 対　前　年　度

民 生 費 7,113,652 31.7 7,608,996 35.8 495,344 7.0

総 務 費 2,875,364 12.8 2,775,281 13.1 △100,083 △3.5

議 会 費 195,535 0.9 193,060 0.9

決 算 額 Ａ 構成比

△2,475 △1.3

6.4

土 木 費 2,035,935 9.1 1,501,579 7.1

衛 生 費 3,744,184 16.7 2,193,176 10.3 △1,551,008 △41.4

労 働 費 16,768 

△62,854 △11.1

△534,356 △26.2

消 防 費 737,806 3.3 785,015 3.7

災 害 復 旧 費 610,215 2.7 1,045,587 4.9 435,372 71.3

教 育 費 1,502,826 6.7 2,014,111 9.5

47,209 

△1,178,441 △5.3合 計 22,418,708 100.0 21,240,267 100.0

△539,236 △20.2

諸 支 出 金 0 0.0 0 0.0 0 -

公 債 費 2,666,567 11.9 2,127,331 10.0

511,285 34.0

 （２） 性質別                              （単位：千円、％） 

△572,845 

△1,178,441 △5.3合 計 22,418,708 100.0 21,240,267 100.0

435,372 71.3

小 計 1,961,201 8.7 2,859,464 13.5 898,263 45.8

災 害 復 旧 事 業 費 610,215 2.7 1,045,587 4.9

△2,076,703 △10.2

普 通 建 設 事 業 費 1,350,986 6.0 1,813,877 8.5 462,891 34.3

小 計 20,457,506 91.3 18,380,803 86.5

△18.9

投資及び出資金・貸付金 1,775,475 7.9 183,395 0.9

扶 助 費 4,230,868 18.9 4,252,229 20.0 21,361 0.5

補 助 費 等 2,575,639 

△539,236 △20.2

△1,592,080 △89.7

繰 出 金 3,029,222 13.5 2,456,377 11.6

対　前　年　度

維 持 補 修 費 135,545 0.6 140,557 0.7 5,012 3.7

物 件 費 2,458,254 11.0 2,687,472 12.7 229,218 9.3

人 件 費 3,147,812 14.0 3,199,484 15.1

決 算 額 Ａ 構成比

51,672 1.6

決 算 額 Ｂ 構成比 Ｂ － Ａ 増 減 率
　　　　　　　　区分
　性質別

31.6

11.5 2,757,555 13.0 181,916 

積 立 金 438,124 2.0 576,403 2.7 138,279 

7.1

公 債 費 2,666,567 11.9 2,127,331 10.0

平 成 30 年 度 令 和 元 年 度

（注）合計及び構成比は、四捨五入の関係で内訳と合計が一致しないことがあります。



○ 市債の状況

（単位：千円）

平成30年度末現在高 令和元年度末現在高 対前年度増減額

24,171,719 24,196,177 24,458

簡 易 水 道 49,464 △ 49,464

下水道事業 6,460,321 5,932,113 △ 528,208

一 般 会 計

区      分

特

別
会

計

※平成 30 年度末に簡易水道特別会計が廃止となったことに伴い、市債残高を一般会計に引き継ぎま

した。

○ 基金の状況

（単位：千円）

区　  　 分 平成30年度末現在高 令和元年度末現在高対前年度増減額

県収入証紙購入基金 1,700 1,700 0

奨 学 基 金 74,267 74,267 0

用 品 調 達 基 金 1,000 1,000 0

土 地 開 発 基 金 776,234 776,234 0

国民健康保険基金 868,769 869,751 982

介護給付費準備基金 396,158 423,688 27,530

財 政 調 整 基 金 1,771,409 2,130,063 358,654

減 債 基 金 275,329 225,829 △ 49,500

ス ポーツ振興基金 51,500 51,500 0

漁 業 振 興 基 金 100,000 100,000 0

未 来 創 造 基 金 1,433,970 1,433,970 0

公共施設等整備基金 600,500 691,000 90,500

森 林 環 境 基 金 0 4,403 4,403

合　　　　計 6,350,836 6,783,405 432,569


